
１　はじめに

　日本の中小企業では，後継者問題が，現在，

緊急の課題になっている。これまでも，誰が会

社を継ぐのかが，たえず問題とされてきた。け

れどもこの問題が，現在，重要になっているの

は，中小企業者の多くが，引退年齢に近づき，

跡継ぎを決める準備をしなければならなくなっ

ているからである。たしかに，アンケート調査

をみると，多くの場合，誰が会社を継ぐのかは

決まってはいない。それは，中小企業の社長た

ちが，家族や従業員のなかから後継者を決めら

れないからである。会社を売却するなどといっ

た解決策は，いぜんとして採られていない。そ

のため多くの中小企業で，その存続が危ぶまれ

ているのである。

　もちろん会社の跡継ぎという問題は，経営者

が年を取り，経営から手を引かなければならな

くなるために，たえず問題になるのである。し

たがって事業の後継という問題は，企業だけで

なく，経営者にとっても予測できることである。

けれども，多くの場合，経営者は会社の後継に

そなえていないのが現実であり，そのためそう

した企業では，経営者が突然いなくなってしま

うと，会社運営ができなくなったり，ときには

企業存続の危機にさえ陥ってしまうのである。

　筆者の試算では，高齢化のために，ここ５～

１０年の間に，日本の企業では２５０万人の経営者が

世代交代の時期を迎えることになる。そのさい

主として問題になるのは，中小企業である。日

本では事業所の９９％が中小企業であり，雇用者

の７８％が中小企業で働いているからである。そ

の大半が，約５００万社ともいわれる家族経営（Ｆ

ａｍｉｌｉｅｎｂｅｔｒｉｅｂｅ）なのである。１）したがって

中小企業は，まさに日本経済の支柱と考えられ

るのであり，間近に迫った経営者の世代交代は，

日本経済にかなりの影響を与えることになるだ

ろう。

　欧米では，後継者問題についてすでに若干の

研究が行われているが，日本では，とくに統計

的な研究や，会社の相続にあたっての節税のア

ドバイスが行われているにすぎない。欧米での

研究の基本的なテーゼは，経営者自身
� �

が，跡継

ぎを決めるさいのキーパーソンだという点にあ

る。経営者の引退は，後継者を決めるきっかけ

になり，経営者は，会社を継がせることを考え，

さらにどのように継がせるかをきめることにな

る。このような問題意識から，実態調査を行っ

た。そのさい次のような問題を明らかにするた

めに，中小企業の社長
� �

にインタビューを行った。

つまり，日本の経営者は後継者をどう考えてい

るのか。このような経営者の見解は，どのよう

な要因に影響を受けているのか，そして最後に，

こうした要因が後継者の決定にどのような影響

を与えているのかをみることにしよう。

２　実態調査

（１）研究方法

　私は，１９９９年初頭から３ヶ月間，東京にある

ドイツ日本研究所で在外研究に従事したが，そ
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の間に，このテーマについて実態調査を行った。

経営者団体や日本の研究者の協力をえて，後継

者問題に対する経営者の意見を十分に伺える企

業とコンタクトをとった。合計３１人の経営者に

インタビューを行った（インタビューを行った

会社と経営者の特徴については，表を参照され

たい）。

　インタビューを行った経営者たちは，技術水

準の異なるさまざまな部門やその周辺の産業で

働いており，彼ら自身，創業者であったり，後

継者であった。また，その会社も，家族経営で

あることもあった。このように，調査対象は，

後継問題についてできるだけ多くの意見を聴く

ために，意識的に多様なものにした。

（２）インタビューの結果

　そのためにインタビューでは，各社の共通点

を明らかにしようとした。例えば，家族経営と

それ以外の形態は違っているのか，また，どう

違うのかではなく，共通するのはどこかを確認

しようとした。また後継者に対する経営者たち

の見解は，どこが共通しているのかを確認しよ

うとしたのである。インタビューの結果，経営

者が後継者をどのように考えているかが明らか

になった。つまり，

　● 家族経営については，経営者たちの意見は異

なっていた。

　● 後継者の選定は，経営者にとっては基本的な

経営職能の一部となっている。

　● 後継者の能力について，経営者たちからは要

求が多かった。

　● （例えば政策といった）制度面での条件は，

後継者決定にあたっての支援にはなっていな

い。

　● 市場環境は，全体的に停滞している。

　● 会社の後継という場合，経営を譲るだけでな

く，会社の所有権を譲るということも意味し

ている。

　● 経営者は，自分の身近にいる人物に会社を譲

ろうとしており，Ｍ＆Ａなどを望んではいな

い。

　こうした見解はけっして驚くようなものでは

ない。日本の中小企業が，現在おかれている基

本的な条件と一致しているからである。しかし，

インタビューの結果，新たな発見もあった。

―経営者の自分自身に対するイメージは，「な

れ」（Ｈｉｎｅｉｎｗａｃｈｓｅｎ）によって特徴づけられる

（つまり，経営者の現在のイメージは，かならず

しももともとのモチベーションとは一致してい

ない）。

　● 経営者のもっている（ポジティブな）自分自

身に対するイメージと，（しばしばネガティブ

な）外から見たイメージとが異なっているこ

とは明らかである。しかし，それは個人的な

ものではない。

　● 企業の将来性は，世代交代を成功させる要因

（Ｅｒｆｏｌｇｓｆａｋｔｏｒ）であるだけでなく，世代交

代の目標にもなっている。

　● 後継者の選定にあたっては，かなり具体的な

期待が寄せられる。

　● 従業員も世代交代にかかわっており，会社を

継がせるさい（あるいは継いだ後）に，従業

員も入れ替わっている。

　● 税金はかならずしも問題とは考えられていな

い。たしかに，税金を納めるのは大変ではあ

るが，税金の仕組みをよく理解し，適切な時

期に準備をしてしていれば，相続税に対応す

ることは可能である。

　● 会社の所有や経営のほかに，会社に対する責

任や義務だけでなく，生活の基盤も継がせて

いるのである。

　このような経営者の認識は，どの企業にもあ

てはまる３つの結果に要約できる。

　● （経験や価値観といった）個人的な要因は，

こうした研究では（人物や経済環境といった

それ以外の）外部要因よりも重要である。

　● 事業の後継のさいに，つねに問題になるのは，

物的な財産と非物質的な財産である。

　● 経営者は，後継者の育成にできるだけ影響力

を及ぼそうとしており，それ以外のことを後
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Ⅰ　経営者

表 1　経営者の年齢構成
そのうち 

経営者数年齢
後継者創業者
20249 歳以下
13450 - 54 歳
741155 - 59 歳
23560 - 64 歳
33665 - 69 歳
21370 歳以上
171431合計

Ⅱ　企業  

表 3　調査企業の部門構成表 2 　会社の創業年
企業数 *産業部門企業数創業年
20製造業31925 年以前
3卸売31925 - 1944 年
3小売51945 - 1954 年
5情報・テレコム61955 - 1964 年
2その他サ－ビス業101965 - 1974 年
3その他31975 - 1984 年

*事業活動によれば、複数回答も可能になる。11985 - 1989 年

表 5 　企業規模表 4 　会社の業態
企業数従業員数企業数 *自己申告による分類
610 人以下13下請企業
810 - 29 人17同族会社
630 - 49 人1老舗
350 - 99 人2ニュ－ビジネス
7100 - 199 人5専門会社
1200 人以下14研究開発企業

資本金0個人企業
11千万円未満1ベンチャ－企業
121 - 1.99 千万円4その他
82- 4.99 千万円* 複数回答の可能性もある。

95 - 9.99 千万円
11 億円以上

Ⅲ　後継者

13後継者は決まっていない
18後継者がいる
15　　家族
3  　従業員



継者には任せないようにしている。

　このような結果から，一般に経営者が，後継

者に対する責任を自覚しているといえる。経営

者は，自分の後任をみつけ，会社を継がせる用

意をするのは，自分の仕事だと考えているので

ある。会社を魅力的にするのも，経営者の仕事

になっている。それは，会社を継がせるには，

会社に将来性がなければならないからである。

そのためには企業は，競争戦略上強い地位にあ

り，十分な利益を上げなくてはならないのであ

る。経営者には，「経営者であること」が魅力的

であることも重要である。とくに家族経営では，

経営者みずから自分の仕事に積極的な考えをも

ち，そうした考えを後継者になりそうな人物に

伝えなければならないと強調されていた。具体

的にいえば，経営者は，自分の子供に小さいと

きから経営者になるとどんなメリットがあるか

を教えることである。そのために多くの経営者

は，「後継者づくり」ということを強調している。

　こうした課題に，経営者がいかに取り組んで

いるかは，経営者によって異なっている。こう

した違いは，経営者がどのように優先順位をつ

けているのか，つまり特定の人物を前提に後継

者を考えているのか，企業のことを前提に考え

ているかによって生じている。つまり事業の継

承についての計画が，なによりもまず特定の人

物を重視しているのか，あるいは一定の企業目

標に基づいているのかによって決まってくる。

そして基本的な決定がどのように行われている

かで，さらなる目標や具体的な計画が決まって

くる。すでに指摘したように，インタビューし

た経営者たちは，全員，会社を継がせることで

３つの面で影響があると指摘している。つまり

会社を継がせる場合，重要になるのは，①（多

くの場合，株式の譲渡が必要になるので）財務

問題（Ｋｏｍｐｏｎｅｎｔ）や，②（会社を経営でき

る人材を見つけなければならないので）人材の

問題，そして③（企業の「トップ・マネジメン

ト」が取り替えられるため）組織・戦略問題で

ある。

（３）経営者の４つのタイプ

　具体的に会社の跡継ぎを決めるさいに重要な

ことは，経営者が個々の目標をどれくらい重視

しているのか，また，特定の課題をどの程度達

成しようとしているのかである。私がインタ

ビューした事例をみると，こうした点で，経営

者はかなり異なっている。こうした点に着目し，

どのような目標を重視しているのかについて，

同じような戦略を採っている経営者を，４つの類

型に区別することができる。ここでは，戦略家，

戦術家，家長，そしてプレイヤーという４つの

グループに類型化した。この４つの類型の特徴

は，かなり異なったものになっている。

　戦略家（Ｓｔｒａｔｅｇｅｎ）というタイプでは，経

営者は，現在，自分のことを，なによりもまず（た

とえばエンジニアのような）スペシャリストと

考えている。戦略家は，通常，高い技術水準が

必要とされる分野で働いており，しばしば，た

とえばソフトウエア部門のようないわば

「ニューインダストリー」に従事している。した

がって会社の強さは，とくに技術分野にあると

考えられている。戦略家は，自社を経営するさ

い家族から影響を受けることはない。つまり家

族が会社の資本に参加することはまれであるし，

また家族がそうした経営で働くこともない。そ

の代わりにその会社は，最初から，経営者と同

じような経歴をもつ資本提供者グループによっ

て設立されている。戦略家は，後継者というよ

りも，多くの場合創業者である。戦略家は，企

業の法的形態や財務構造を決定しているのであ

り，そのため相続税が後継者にかかることはな

い。後継者問題について，戦略家にとって問題

になるのは，なによりもまず企業とその目標の

ために適切な解決策をみいだすことである。最

終的にだれが後継者になるかは，戦略家の考え

では二次的な意味しかもたない。重要なことは，

候補者の能力が企業の要求と合致することであ

る。たいてい戦略家は，後継者を，家族のなか

ではなく，従業員のなかからみつけようとする。
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戦略家の目的は，経営者の交替をこえて，現在

の企業の強さを維持することにある。こうした

企業に固有な競争力を維持することで，企業が，

今後とも市場において積極的な役割を果たすこ

とが望まれているのである。

　戦術家（Ｔａｋｔｉｅｒｅｒ）というタイプの特徴は，

戦略家と似ており，このタイプでも会社の目的

が最初に決まっている。戦術家は，企業固有の

強みをまだ十分に認識していないために，後継

者の決定にあたって戦略家以上にオープンな態

度をとっている。したがって会社の跡継ぎを決

める準備は，一般に企業の成長が可能であるこ

とを前提にしている。戦術家も，自分のことを，

現在では，主としてスペシャリスト，あるいは

マネージャーと考えており，自分の仕事に対し

ポジティブな態度をとっている。戦術家の企業

でも，家族はあまり重要な役割を果たしてはい

ない。たしかに家族は，自営業では個人の分野

で戦術家を支え，会社の資本に参加したりして

いるが，しかし，経営活動に積極的な影響を及

ぼしたり，その経営で働いてはいない。戦術家

は，自分の会社の強さを，とくにその産業に固

有の条件と結びつけている。こうした産業分野

で重要なのは，全般にポジティブな発展が見込

まれている技術集約型の経済部門なのである。

したがって戦術家は，自分の会社では後継者問

題などないものと確信している。いまのところ

戦術家の企業でも，後継者はまだ決まっておら

ず，後継者については家族よりも従業員のなか

から選ばれることになる。戦術家の目的は，か

なり広範なもので，自分の会社が競争で優れた

地位を確保できるように会社の成長力を強化す

ることにおかれている。

　家長（Ｐａｔｒｉａｒｃｈ）タイプでは，家族志向が

強く，「ほんとう」の意味での家族経営の経営者

だといえる。家長の会社は，すべて，税法上の

同族会社
� � � �

であり，こうした会社では家族は，つ

ねに従業員として社長と一緒に働いている。こ

うした家長のグループでは，家族は会社のなか

で重要な役割を果たし，それとは反対に会社は

家族の生活にとって重要なものになっている。

家長のモチーフは，もともと生活基盤の確保，

あるいはたんに他の経営者から自立することに

あった。けれども家長は，しばしば親戚から経

営を譲り受け，創業者の二代目，あるいは三代

目として働く後継者でもある。会社の後を継い

だ理由として，後継者でもある家長（Ｎａｃｈｆｏｌ

ｇｅｒ - Ｐａｔｒｉａｒｃｈｅｎ）は，つねに，次のように率

直に応えてくれた。「子供のときから，いつか，

この会社を継ぐことははっきりしていた」と。

こうした回答の背景には，いまの会社を廃業す

ることは，「むだ」だというプラグマティックな

理解がある。こうした考え方の基本的な問題は，

家長たちが，たえず，自分たちが家族の生活に

責任があるという信念をもっているということ

である。なによりもまず家長たちは，家族を養

うのに仕事をしており，それ以上に，このよう

な収入源を維持することを自分の役割だと思っ

ている。家長たちは，金銭的な刺激や社会的な

刺激を与えられる，つまり，収入を得ることが

でき，さらに経営者としての社会的な名声が重

要になるので，後継者にもこうした役割を魅力

的なものにすることが彼ら自身の役割だと考え

ている。家長たちは，後継者を決める場合，特

定の個人からはじめている（戦略家のように，

企業目的から出発するのではない）。家長にとっ

て，彼ら自身が，その課題や権利について補え

ることのできる後継者をみつけることが重要な

のである。したがって後継者を選ぶ場合，家長

にとって決定的なことは，家族のなかで，「適当

な人物」をみつけることなのである。家長の意

見としては，税金や法律のことを十分に理解し，

とくに財産を譲るために，後継者を決めるさい

に，こうしたことを考慮しなければならないと

いうのだ。家長は，自社の競争力は，一方では

企業の専門化にあるが，他方では環境変化にた

えず適応できる能力であると考えている。した

がって後継者も，会社を多少変えてしまうとい

うことを意識してはいる。こうした企業は，（ハ

イテク分野ではなく）「旧来型」の製造業に従事

105日本中小企業における後継者問題について



しているか，（卸しや小売りなどの）古典的な

サービス部門に属している。

　プレイヤー（Ｓｐｉｅｌｅｒ）というタイプでも，家

族志向が強いものと思われる。家族は，会社の

ためになくてはならない労働力であるだけでな

く，プレイヤーが会社を経営していくために重

要な，信頼に満ちた環境に対し共同の責任を

負っている。そのために後継者も，家族のなか

で決めようとするが，しかしその場合でも問題

がある。というのは，後継者として好ましい人

物が思い通りにならないために，こうした人物

に引き受けてもらえるプレイヤーの可能性は，

限られている（たとえば，娘がまだ結婚してい

ないのにもかかわらず，後継者として婿などが

望まれている）。こうした不確実性にもかかわら

ず，プレイヤーは，自分で好ましいと思うイメー

ジに固執し，しかも安全のために代替案を作ろ

うとはしてはいない。プレイヤーの場合，現在

の態度と，そうした危険性がつねに結びついて

おり，最悪の場合，会社の経営が行えなくなっ

てしまうことは明らかである。したがってプレ

イヤーは，後継者の選定プロセスにほとんど関

わることはできないのであり，したがって「運

命」的に救いあることに頼らざるをえないので

ある。

（４）会社後継のための跡継ぎ戦略

　後継者の選び方は，経営者の目的と結びつい

ているか，あるいは，なにを重視するかによっ

て，異なることが明らかになった。こうした目

的や，その具体的な準備については，経営者自

身が基本的な決定を行っているのである。こう

した目的がどのようになるかによって，後継の

準備にかかわる具体的な戦略が明らかになり，

実行されることになる。基本的には，こうした

準備は，具体的な人材や財務，組織について行

われることになる。もちろん具体的な政策は，

相互に明確に区分される。

　そうした戦略の例として，次のようなものが

あげられる。

人材についての戦略１：「心構え」（Ｍｉｎｄ-Ｓｅｔｔｉ

ｎｇ）に対する教育

　後継者として好ましいと考えられるものには，

子供のころから，期待される役割について心

構えをさせ，こうした課題のために納得させ

ことが重要である。

人材についての戦略２：能力の向上

　従業員やそれ以外の後継者候補は，後継者の

育成という課題に基づく職業訓練により育成

される。

人材についての戦略３：最終的な決定を留保し

ておくこと

　後継者の最終的な決定を，すぐには行わない。

　経営者は，後継者として好ましい人材が「自

発的」にでてくることを期待する

財務戦略１：後継者の負担を減らす

　会計や税金対策により，相続税の基礎になる

企業の価値や評価基準を下げておく。

　個人の財産は，資金調達の資源として貯蓄し，

それにより後継者は突然生じる税金を支払う

ことができる。

財務戦略２：企業は，特定の個人に依存しては

ならない

　企業の信用を企業の特定の個人から切り離す

ために，企業独自の準備金を積み立てておく。

財務戦略３：株式の配分を拡大すること

　株主の範囲を，従業員や他の経営者に拡大し，

場合によっては株式上場まで考える。

組織戦略１：経営者の仕事を後継者に任せる

　これまで経営者が行っていた仕事を，徐々に，

しかも直接に後継者に任せていく。

組織戦略２：明確な組織を作る

　後継者が経営を引き継げるように，仕事の分

担を明確にする。そのさい，同じように，そ

うした環境を明確にするとともに，別の人材

を後継者にする可能性が，最初からなくなら

ないようにする。

組織戦略３：代替案を考える

　基本的に，Ｍ＆Ａや売却，操業停止など代替

的な方法を含めて検討する。それ同時に経営
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者は，企業のなかから後継者を決定するとい

うことをペインディングにしておく。

（５）小括

　経営者が，後継者の選定に責任をもつのは当

然だと考えているということは，当然，それに

失敗した場合にも，責任をとることを意味して

いる。経営者にとって，もっとも大きなリスク

は，私の考えでは，経営者たちが自らの後継者

についての基本的な考え方にしがみついている

ことにあると思われる。経営者たちが好ましい

と考えていることを実現するのは，かなり厳し

い現実にあるにもかかわらず，経営者は自分の

希望を捨てられないでいる（たとえば「プレイ

ヤー」などの場合）。たしかに，それと同時に，

対応能力こそ事業の継承にとってもっとも基本

的な成功の要因になる。つまり，会社を引き継

ぐ別の方法が有利である，というように状況が

変われば，後継者の考え方も変えるようになる

だろう。

　もちろん，こうした対応をするための前提は，

決して困難なものではない。というのは，この

研究からいえることは，一般に，経営者が後継

者の決定できわめてプラグマチックな目的を追

求しているからである。このことは，たぶん，

父親や祖父の代に創業された会社を維持するこ

とが重要であると考えてきた，家族経営にもあ

てはまる。こうした考えは，必ずしも誤りでは

ないだろう。というのは，価値あるものを譲渡

することが，たとえば家族に対する責任のよう

に，家族経営でも一定の役割をはたしているか

らである。つまり，潰したくないと思われてい

る会社の評判である。だが，そのさい，問題に

なるのは，会社の評判ではなく，会社の評判が

いいことは，事業の結果に対する一つの指標だ

ということである。というのは，家族経営にとっ

て会社は，なによりもまず所得の源泉であり，

家族に対する経済的な基盤である。まさに経営

者は，そうした企業を後継者に任せようとして

いるのだ。とくに家族経営の社長は，自分が家

族を扶養していると考えている。こうした役割

を，経営者は後継者に任せようとしているので

ある。

　ここで検討した世代交代についての考察を敷

衍すれば，家族の仕事をつねに「誠実に」行っ

ている，世代間のつながりという姿が浮かんで

くる。このことから，インタビューを行った何

人かの経営者が話していた家制度の理念を思い

出す。このような家制度には，現在ではもはや

法的な基盤はないけれども，経営者の意識には，

こうした家族という視点が残存しているように

思われる。

３　企業を取り巻く基本的な条件

　すでに指摘したように，経営者は，後継者の

決定に対し，かなりの責任を感じているけれど

も，たとえば税金や資本市場，政策面での支援，

さらに競争や構造転換といった企業外の要因も

会社の後継にかかわっている。次に，経営者が

外部環境の影響をどのように評価しているかを

みることにしよう。

　しばしば取り上げられるのが，税制，とりわ

け，家族経営にしかあてはまらないが，相続税

という問題である。中小企業の多くが，非課税

やそれ以外の特別の規定により相続税の負担を

かなり軽減することが可能だった。もちろん

個々の事例では，高い地価のために負担は大き

くなっていた。経営者の意見では，現在の税法

がかなり複雑であることが明らかになる。もち

ろん経営者は，たいてい税金の規定を十分に

知っており，自分の目的にかなった解決策を見

出そうとしている。もちろん最高税率の引き下

げなど，大半の中小企業には，現実的な意味な

どない。税負担の軽減は，評価額をたかめるこ

と（Ａｎｈｅｂｕｎｇ ｄｅｒ Ｂｅｗｅｒｔｕｎｇｓａｂｓｃｈｌａｇｅ），

あるいは中間の税率の引き下げによって可能に

なる。

　それでも，運転資金の問題は，会社の後継に

決定的な問題なのである。中小企業の場合，一
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般に資本市場を利用できないために，実際には，

家族の財産を企業の運転資金に使っているので

ある。したがって，日本で同族会社が多数残存

しているのは，資本市場の機能が欠如している

ためである。こうした状況は，ベンチャーキャ

ピタルや株式市場といった制度の整備とともに

変わってきている。既存の家族経営には，こう

した改革は，おそらく役には立たないだろう。

けれどもこうした改革によって，中小企業は，

私有財産に基づく自己資本に依存しないように

なるだろう。

　経営者が，事業継承の決定を自分自身の役割

だと考えているために，経営者は，例えば政治

的な施策といった外部の支援策をほとんどあて

にしないという結果になる。もちろんこうした

分野では，支援などほとんど期待できない。と

いうのは，政府が支援策をかなり自粛している

からである。ドイツやＥＵとは違って，日本の

中小企業政策では，企業の維持など，明確な政

策目標にはけっしてなりえない。２）多くの企業

が，近い将来，世代交代の時期を迎えるために，

このことはとくに問題になるかもしれない。け

れども政府の自粛など，経済には大きな影響な

ど与えるものではないとすれば，そのことが明

らかになるだろう。たとえ企業が事業の後継に

失敗して，廃業したとしてもそうした状況は変

わらないだろう。というのも，まず，経営者の

交代が失敗するというリスクは，規模が大きく

なるとともに小さくなるからである。したがっ

て小さい企業は，傾向的にそうしたリスクに直

面する可能性があるが，それでも労働市場への

影響は，むしろ小さいということを意味してい

る。第二に，計画的に市場から退出する企業で

は，経営者が高齢のために経営が後退している

なら，業績の見通しは徐々に悪化しているので

ある。したがって，こうした企業の閉鎖の影響

は，経済全体からみると，かならずしもネガティ

ブに評価されておらず，むしろ「創造的破壊」

の一面，とりわけ競争力のない企業の淘汰とし

て評価されている。

　このような背景から，政府の控えめな態度が

良くわかる。このようなコンテクストでは，た

とえば税制面で，企業の後継に対する直接の支

援などほとんどないことも明らかであろう。相

続税も，ドイツで問題となっているように，会

社資産のわずかだが，特殊な課税とはみられて

いない。もちろん日本の法体系でも，別の方法

で，税負担の軽減が行われている。たとえば株

価の下落，基礎控除，そして法律上の余地など

である。私の行ったインタビューでも，経営者

たちは，こうした税制の微妙な点を熟知し，こ

うした条件の下で準備をしようとしていた。経

営者たちは，こうした条件を変えることなど望

んでいない，むしろ，自分自身の問題にとって

もっともよい解決策を見つけるという責任を認

識していた。いずれにせよ社会政策面での転換

にあたっても，経営者たちは，後継者を見つけ

るというもっとも重要な問題についてさえ，支

援など望んではいないのである。

　それにもかかわらず，全般的にみると，実際

の後継問題の責任は，経営者だけの問題ではな

いように思われる。私の見解では，構造転換は，

外部から影響を及ぼす基本的な要因なのである。

それは，次の二つの理由からである。つまり，

すでに指摘したように，経営者の視点からすれ

ば，企業の将来性こそ，後継者を見つけられる

かどうかにもっとも影響を及ぼす要因なのであ

る。つまり企業は，後継者に（相対的に）安定

した生活基盤と，企業活動を行うのに適当な余

地を与えられる成果をもたらさなければならな

いのである。それとは反対に，後継者の存在こ

そ，企業が存続することを，企業の外に発信す

るために，企業の存続をかならず保証する要因

である。多くの中小企業が廃業している経済領

域では，たしかに大企業には十分ではないが，

すでにこうしたことが，「成功の要因」となって

いるといえるかもしれない。企業規模や領域に

かかわらず，経営者は，やはり，後継者に魅力

ある企業でなければならないということを強調

している。
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　けれども，近年の不況と構造転換のために，

多くの企業は，利益をあげられなくなり，今後

の見通しさえたたなくなっている。こうしたな

かで，経営者の多くが，自ら矛盾したイメージ

を持ち，後継者に自信を持って会社を継ぐこと

を勧めることができなくなっている。場合に

よっては，経営者たちは会社を継がせるのこと

をまったく考えていないし，むしろ娘や息子に，

「もっとましになる」ことを望んでいるのである。

経営者のこうしたジレンマが，後継者に対する

矛盾に満ちたメッセージになっている。そのた

めに，後継者になりそうな人材が，ポジティブ

な意見をもてるようにならないと考えられるの

である。

　後継者からすれば，会社を継ぐかどうかを決

めるのは，経済的なオプションなのである。一

方では，就職先を探すという代替案（とくに大

企業で働ける可能性）が，かなり難しい場合，

家族経営の魅力も相対的に高まることになる。

しかし，他方では，中小企業が，大企業に合理

化のもたらした市場状況に，同じようにさらさ

れており，そのため，父親の経営の魅力もそれ

ほどあるとはいえないのである。もちろん後継

者にとって決定的なことは，所得水準だけでな

く，自分の力で収入を増やし，同時に自分の考

えを実現できることである。さらに，この調査

でも明らかになったように，多くの経営者が跡

継ぎにたいしはっきりと教えてきた，家族への

義務感である。

　企業を取り巻く要因が重要なのではないか，

という仮説をもつ二つ目の理由は，成長の可能

性がほとんどないか，競争がきわめて激しい経

済分野において，後継者問題がとくに深刻に

なっているという事実である。たとえば，この

ことは，とくに零細な家族経営の比率がとくに

高い小売業にあてはまる。けれども，小売業で

は，今のオーナーがやめるとき，会社を継がせ

ようとしないで，会社をたたんでしまう会社の

数が増えている。その背後には，すでに指摘し

たような二律背反と結びついているが，会社を

たたむほうが，続けるよりも経済的に有利だと

いうプラグマティクな理解がある。もちろんこ

うした決定をする理由は，結局，後継者を決め

るさい，企業外部の要因が，経営者が考えてい

る以上に重要になっているという私の見解のと

おり，経済状況なのである。

４　まとめ

　経営環境が難しくなっているなかで，後継者

の決定方法に基づく４つの経営者類型について

の今後の可能性をどのように評価すればよいの

だろうか。一般的な考察から，それぞれの類型

について次のような予測を行うことができる。

後継者の決定については，なによりも企業の利

害に左右され，そのためにちょっとみるとかな

り市場志向的であると思われる戦略家の場合，

市場によっては，戦略家が自らの計画に対して

あまりにも過去の成果にこだわってしまうこと

が，かえってリスクとなってしまうかもしれな

い。それに対して戦術家は，さしあたりかなり

オープンであることが保証されている，なぜな

ら，戦術家は，状況によっては，企業の売却や

提携も認めてしまうからである。それとは対照

的に，プレイヤーの場合，意識する，しないに

かかわらず，戦略に影響されない運命に左右さ

れるので，予測はたたない。保守的な家長では，

企業そのものが維持できるなら，重大な変更も

十分受け入れるくらいプラグマティズムなので，

その見通しは楽天的なものになる。こうした見

通しがどの程度妥当するかは，日本の中小企業

の今後の発展が示してくれるだろう。

（平澤克彦訳）

１）ドイツでは，付加価値税の納入義務のある企業の
９９％が，中小企業であり，雇用者の６９.３％が中小企
業で働いている。２００４年までにドイツでは，３８万
社ほどの企業で企業を継ぐことが決まっており，そ
の大半が家族のなかで企業を継ぐことになる。約
２万８,０００社では，後継者が見つからないために，
経営をやめる見通しである。
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２）ドイツ経済省は，２００１年５月に，中小企業の後継
者を支援する新たな提案を行った。つまり「ｎｅｘｘ
ｔ」というタイトルのウェッブサイトを設け，この
問題について中小企業を支援する組織や設備をす
べてまとめることにした。日本については，私の知
るかぎり，こうした広範なインターネットのリンク
は存在していない。 
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